加須市建設工事競争入札参加時の注意事項

　加須市発注の建設工事の入札に参加するに当たっては、下記の事項を遵守すること。
　なお、請け負った工事の一部を下請させるときは、下請業者に対し、この注意事項について周知すること。

１　現場代理人及び主任技術者の配置については、加須市建設工事標準請負契約約款を遵守し、適切に配置できる場合に限り入札に参加すること。ただし、下請契約の総額が5,000万円（建築一式工事にあっては8,000万円）以上となる場合は、主任技術者に代えて監理技術者を配置すること。
　　　また、請負金額が4,500万円（建築一式工事にあっては9,000万円）以上となる場合に配置する主任技術者又は監理技術者は、専任でなければならない。ただし、建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第27条第2項の規定により兼務が認められる場合は、この限りでない。

[bookmark: _GoBack]２　専任の配置予定技術者は、その者が在籍する建設業者と指名通知書の通知日、又は事後審査型一般競争入札参加資格確認申請書の提出期限日の3箇月以前から恒常的な雇用関係にあること。また、専任の配置予定技術者は建設業法に規定する営業所の専任技術者と兼務することはできない。

３　一次下請契約に当たっては社会保険等未加入企業を原則下請負人としないこと。また、下請契約に当たっては、市内に本店のある業者から選定するよう努めること。
　　　また、下請契約を締結したときは、下請負人通知書、施工体系図（別途既定の様式）及び施工体制台帳の写しを工事発注課所に提出しなければならない。併せて、施工体制台帳を工事現場に備え置くほか、施工体系図を工事関係者及び公衆が見やすい場所に掲示するよう努めること。

４　受注した場合は、工事請負契約の適正な履行について、全般的な責任があることから、末端の下請業者を含めた元請・下請の関係で工事代金等の未払いの問題等の紛争が発生した場合は、労働者保護の観点から、迅速に調整解決するよう努めること。

５　受注した場合は、公共工事設計労務単価を根拠に積算された労務経費が、当該工事現場に従事する下請業者を含めた労働者・職人の賃金として適切に確保できるよう努めること。
　　　また受注者は、契約時に法定福利費の内訳を明示した見積書を提出し、下請業者との下請契約に当たっては、下請業者から提出された見積書を尊重し、法定福利費を必要経費として適正に確保すること。

６　請負代金額500万円以上の工事を受注した場合には、建設業退職金共済証紙を購入し、建設業退職金共済証紙購入状況報告書を提出すること。請負代金額500万円未満の工事についても、建設業退職金共済証紙を購入し、労働者保護に努めること。
　　　また工事の一部を下請に付する場合は、下請業者に対して、本制度を説明するとともに、掛金相当額を下請代金中に算入、その他の方法により、本制度の促進に努めること。

７　工事請負契約を締結した業者は、建退共埼玉県支部から「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場」の標識（シール）の交付を受け、現場事務所等に掲示し、対象となる労働者への周知に努めること。

８　建設業退職金共済証紙購入状況報告書を工事発注課所に提出した受注者は、工事完成時に、受注者及び下請業者が雇用した対象労働者への共済証紙貼付実績を、建設業退職金共済証紙貼付実績報告書により工事発注課所に提出すること。

９　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）の対象となった場合は、契約書へ記載すること。

10　資材納入業者との契約に当たっては、公正な取引を確保するよう努めること。

11　調達する工事材料は埼玉県産とするよう努めること。

12　違法改造車両等（さし枠車両等）及び目的外使用車（産業廃棄物運搬車等）による土砂等の運搬を行わせないよう努めること。また、土砂等の運搬にあたり、ダンプカー等大型自動車を使用するときは、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」第12条に規定する団体等への加入者の使用に努めること。

13　工事の施工に当たって、工事現場で使用し、又は使用させる自動車（資機材等の搬出入を含む）は、ディーゼル車以外の自動車（ガソリン車、天然ガス車、ＬＰＧ車等）又は埼玉県生活環境保全条例に適合するディーゼル車とするよう努めること。

　14　子どもを犯罪から守るため、公共工事の現場において「子どもを見守る工事現場」の設置をすること。

15　工事現場に過積載車両の出入りをさせないよう努めること。

16　工事現場で使用し、又は使用させる車両（資材・機材の搬入搬出を含む）並びに建設機械等の燃料として、地方税法（昭和25年法律第226号）及び埼玉県生活環境保全条例に違反する軽油等を使用しないこと。

17　「建設業フォローアップ相談ダイヤル」の活用及びポスターの掲示に努めること。
